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財政援助団体等監査（出資団体）結果報告書の提出について（通知） 

 

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づき財政援助団体等監査（出資団体）を実

施し、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を決定したので、別添のとお

り提出します。 

 

                  



財政援助団体等監査（出資団体）結果報告書 

 

１ 基準に準拠している旨 

  監査委員は、さいたま市監査基準に準拠して監査を行った。 

 

２ 監査の対象 

⑴ 出資団体 

一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター 

 ⑵ 所管課 

   保健衛生局 保健部 地域医療課 

 ⑶ 対象事務 

   出資団体に係る出納その他の事務の執行について（令和４年度及び他の年度） 

 

３ 監査の着眼点 

  監査の主な着眼点は以下のとおり。 

⑴ 所管課 

ア 出資目的及び出資金額等は妥当か。 

イ 出資金等の支出手続は適正か。 

ウ 出資による権利は財産台帳に登録され、決算書類に適正に表示されているか。 

エ 出資者としての権利行使は適切に行われているか。 

オ 出資団体の経営成績及び財政状態を十分把握し、適切な指導監督を行ってい 

るか。 

カ 増・減資等はあるか。 

キ 有価証券の保管は良好か。 

⑵ 出資団体 

ア 定款並びに経理規程等諸規程は整備されているか。また、それら諸規程に基 

づいた事務が執行されているか。 

イ 出資が有効に生かされ、市民の福祉の増進につながっているか。受益者負担 

は適切か。定款に沿って事業運営が行われ、有効性達成を阻害する要因を把握 

し、社会経済情勢の変化に対応しているか。 

ウ 決算諸表等は法令等に準拠して作成されているか。 

エ 事業成績及び財政状況は適正に決算諸表等に表示されているか。 



オ 経営成績及び財政状態は良好か。 

カ 収益率及び財務比率は良好か。また、人件費の内容及び金額は事業規模に 

 比し適切か。 

キ 経理・庶務事務は適正に行われているか。 

ク 会計経理及び財産管理は適切か。また、活用されていない財産等はないか。 

ケ 資金の運用は適切か。また、経費節減は図られているか。 

コ 現金や預金通帳、銀行印の管理体制及び保管場所は適切か。 

サ 経済性・効率性・透明性の観点から適切な契約事務が行われているか。特に 

随意契約についての契約事務は適切か。 

シ 団体が一般財団法人となっている場合に、出捐した財産は計画に基づき適切

に公益目的のために使用されているか。 

ス 団体の内部統制体制は適切に整備され、運用されているか。 

セ 団体の監査役や監事は、独立性が確保され、有効に機能しているか。 

ソ 公益法人会計基準適用団体について、公益法人制度改革にのっとった事業運 

営が行われているか。 

タ 団体の機関は有効に機能しているか。 

 

４ 監査の主な実施内容 

  監査に当たっては、出資に係る事務事業及び会計経理等が適正に執行されている

か否かについて、関係者から説明を聴取するとともに、関係諸帳簿及び証書類の調

査を実施した。 

 

５ 監査の実施場所及び日程 

⑴ 実施場所 

   監査事務局及び対象団体内 

⑵ 監査期間 

   令和５年８月４日（金）から令和５年１２月２６日（火）まで 

 

６ 出資団体の概要 

 ⑴ 設立目的 

   地域住民の心身の機能の維持回復、救急医療体制の整備、健康・衛生に関する

知識の普及、公衆衛生の向上を図り、もって市民生活の安定及び福祉の向上に寄



与することを目的とする。 

 ⑵ 事業内容 

  ア 休日・夜間救急診療所の運営に関する事業 

  イ 訪問看護ステーションの管理運営事業 

ウ  地域住民の健康、保健衛生に関する知識の普及、啓発、相談に関する事業 

  エ その他目的を達成するために必要な事業 

 ⑶ 出資状況 

   市の出資金は３，０００万円であり、出資比率は１００％である。 

 

７ 監査の結果 

  おおむね適正に行われているものと認められた。ただし、事務の一部に次のとお

り改善を要する事項が見受けられたので、その措置を講じられたい。 

 ⑴ 保健衛生局 保健部 地域医療課 

   出捐証書等の保管、団体に対する指導監督等について、関係書類等を調査した

結果、いずれも適正に行われていた。 

⑵ 一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター 

   定款及び諸規程の整備、設立目的に沿った事業の運営、法令等に準拠した決算

諸表等の作成、関係帳票等の整備、会計経理及び財産管理等について、関係書類

等を調査した結果、事務の一部に次のとおり適正な事務執行を要する事項が見受

けられた。 

  ア 前回の指摘にもかかわらず、財産管理運用規程を定めていなかったので、一

般財団法人さいたま市浦和地域医療センター定款（以下「定款」という。）第

８条に基づき、適正な事務処理を行うべきである。 

  イ 前回の指摘にもかかわらず、棚卸資産において、貸借対照表に医薬材料と表

示しているが、一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター財務規程（以下

「財務規程」という。）第２８条では薬品と表示しているので、適正な事務処

理を行うべきである。 

  ウ 文書の管理において、一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター文書取

扱規程（以下「文書取扱規程」という。）に基づいた文書管理（保存期間の設

定、保管、管理等）を行っていなかったので、適正な事務処理を行うべきであ

る。 

  エ 個人情報の管理において、個人情報取扱事務台帳を作成していなかったので、



一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター個人情報保護規程第４条に基

づき、適正な事務処理を行うべきである。 

  オ 前回の指摘にもかかわらず、交際費及び食糧費において、支出基準を定めて

いなかったので、金額等の基準を明文化し、適正な事務処理を行うべきである。 

 カ 正味財産増減計算書において、退職金と退職給付引当金取崩額との間に差額

が生じていたので、適正な事務処理を行うべきである。 

  キ 貸借対照表及び貸借対照表内訳表の医薬材料、一括償却資産及び減価償却累

計額において、誤った金額を計上していたので、適正な事務処理を行うべきで

ある。 

  ク 固定資産の管理において、固定資産台帳に廃棄済のものが登録されていた。

また、所在が確認できないものがあったので、適正な事務処理を行うべきであ

る。 

  ケ 書類等の備え置きにおいて、書類の一部が事務所に備え置かれていなかった

ので、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」とい

う。）第１９９条が準用する第１２９条に基づき、適正な事務処理を行うべき

である。 

  コ 法人の公告について、貸借対照表の公告を行っていなかったので、一般法人

法第１９９条が準用する第１２８条に基づき、適正な事務処理を行うべきであ

る。 

  サ 職員及び非常勤職員の手当において、規定されていない手当を支給していた

ので、一般財団法人さいたま市浦和地域医療センター職員給与規程及び一般財

団法人さいたま市浦和地域医療センター休日急患診療所従事者就業規則に基

づき、適正な事務処理を行うべきである。 

⑶ 意見 

ア 団体の諸規程について 

今回の監査において、前回の監査で規程の未整備を指摘した事項について、

策定や改定の検討を進めるとしていながら、長期間改善されていなかったこと

が確認された。 

また、定款、財務規程、文書取扱規程、就業規則など、団体が定めた諸規程

の多くにおいて、内容の記載誤りや改定されていない箇所が散見され、実情と

乖離している状況も確認された。 

適正な事務処理を実施する観点から、諸規程に基づく事務処理の在り方につ



いて、組織としての意識向上を図るとともに、あらためて団体の諸規程を整備

されたい。 

イ 契約方法の在り方について 

    財務規程第２４条には、契約の方法として、「売買、賃貸その他の契約は、

競争入札又は随意契約の方法により締結するものとする。」と規定されている

が、契約に係る具体的な基準、詳細を定めた内規等は整備されていない。 
    契約事務を行う上で必要となる具体的な基準や契約手順を定めるなど、契約

事務の適正な執行について検討されたい。 

 

なお、事務処理上留意すべき事項のうち、軽微なものについては、監査実施の際、

関係職員に口頭で改善等の指導を行った。 

 

 


